
高槻市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（素案）の概要

計画の概要

• 現計画では、「高槻市に住むすべての人々が、夢を育み、安心して暮らせ
る自治と共生のまちづくり」を基本理念として掲げ、令和7（2025）年に向
けた取組を進めるための施策を推進してきましたが、次期計画ではそれを
引き継ぎ、さらに発展させていくものとして策定します。

• 策定にあたっては、「第6次高槻市総合計画」「高槻市地域福祉計画・地域
福祉活動計画」等、関連する他の計画との整合・調和を図っています。

高齢者を取り巻く現状

• 高齢者人口は、令和2年以降に減少傾向へ転じていますが、特に75歳以上の
後期高齢者数が増加し続けており、高齢者人口に占める後期高齢者割合は
59.8％となっています。

• 将来推計では、令和6年度から令和8年度まで高齢化率は増加し、65歳～74
歳までの前期高齢者数が減少し、75歳以上の後期高齢者数が増加すること
が予測されます。

高槻市に住むすべての人々が、夢を育み、
安心して暮らせる自治と共生のまちづくり

• 地域福祉計画が福祉分野の上位計画として位置づけられ、高齢者福祉計画
等との調和を図ることとされていることから、「第4次高槻市地域福祉計
画・地域福祉活動計画」の基本理念を共有します。

• 高齢者一人ひとりが、いつまでも健康で、自らの能力を発揮し、活動的な
毎日を送りつつ、価値観や生き方を尊重された自分らしさや夢を育み続け
ることができるよう、高齢者を含むすべての世代がお互いを支え合い、心
が通い合う、やすらぎの社会の実現を目指して取り組んでいきます。

計画の基本理念

■計画の位置づけ

■計画の期間

• 次期計画の期間は令和6年度から令和8年度までの3年間とし、令和7(2025)
年に向けて、地域包括ケアシステムを深化・推進するとともに、いわゆる
団塊ジュニア世代が65歳となる令和22(2040)年の中長期を見据え、「高槻
市地域包括ケア計画」として策定します。

■高齢者人口と高齢化率

■要介護等認定者の状況

• 要介護等認定者数は、年々増加し、令和5年9月末現在20,944人となってい
ます。要介護度別の構成比をみると要支援1・2及び要介護1の占める割合が
高く、令和5年9月末現在で約6割となっています。
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計画の目標～地域共生社会の実現に向けて～

■地域包括ケアシステムの深化・推進

• すべての人が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合う地域共生社会
の実現が地域包括ケアシステムの目指す方向です。本計画においても、高
齢者が可能な限り住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、地域包括ケア
システムの深化・推進に取り組んでいきます。

■高齢者の自立と尊厳を支えるケア

■高齢者の社会参加と協働によるまちづくり

■健康寿命の延伸に向けた施策の推進

■介護保険制度の安定した運営

• ひとり暮らし高齢者の増加のほか、認知症の人や認知機能が低下した高齢
者の増加が見込まれる中で、要介護状態等になっても、自分の意思で自分
らしい生活を営むことを可能とするため、高齢者等の意思決定支援や、権
利擁護をはじめとした様々な施策について取組を推進します。

• 今後、生産年齢人口の減少が加速化する中で、地域の活性化のためには、
高齢者が活躍するまちづくりをすすめる必要があります。そのために、高
齢者が自らの豊かな経験や知識を活かし、地域社会の支え手として、いき
いきとした生活を送ることができる環境の整備に努めます。

• 健康寿命のさらなる延伸に向けて、市民の主体性を重んじながら、健康に
対する関心を高め、生活習慣病等の予防に関する取組や、高齢者の地域に
おける社会参加の促進も含めた介護予防の活動等をさらに充実できるよう、
事業の実施に努めます。

• 介護保険財政の健全性を確保するとともに、高齢者の自立支援、介護予
防・重度化防止等に視点をおいた適切なケアマネジメントを推進し、介護
サービスの質の向上に取り組むことで、制度の持続可能性の向上に努めま
す。

施策の展開
介護予防・日常生活支援総合事業の充実 →

高齢者の生活習慣病予防とフレイル予防の推進

高齢者の生きがい活動と社会参加への支援 →

地域包括支援センターの機能強化

ケアマネジメントの向上と地域包括支援ネットワークの充実

多様な生活支援サービスと生活支援体制の充実

安心して暮らせるための施設や住環境の整備 →

生活困窮状態にある高齢者の支援

終活支援に関する取組

災害時に備えた連携強化 →
・災害に備えた高齢者に対する支援体制の整備
・災害時の自助・共助の推進

認知症の理解促進に向けた普及啓発 →
・認知症サポーターの養成
・たかつきオレンジガイド（認知症ケアパス）
・認知症月間における取組

認知症への「備え」としての取組の充実 →
・地域における高齢者の「通いの場」の充実
・予防に関するエビデンスの収集の推進

早期発見・早期対応に向けた医療・介護等
の連携強化

→
・認知症初期集中支援チーム
・認知症地域支援推進員

認知症の人と家族等が社会参加できる地域
づくりの推進

→

・チームオレンジの構築
・若年性認知症施策の強化
・安心声かけ運動の実施
・認知症の人と介護者への支援

高齢者虐待防止対策の推進 →

・啓発活動の取組
・早期発見・見守り体制強化への取組
・高齢者虐待への対応　・対応力向上の取組
・施設等における身体拘束廃止に向けた取組

成年後見制度の利用促進に関する取組 →
・地域連携ネットワークの構築に向けた取組
・成年後見制度の利用促進に向けた取組

地域で生活する高齢者の意思決定に関する支援

医療と介護の連携強化

在宅療養の推進

災害対策・感染症対策の取組強化

生活支援の基盤整備と地域づくりの推進 →
・生活支援コーディネーターによる基盤整備の推進
・生活支援の担い手の養成
・地域資源の充実に向けた取組

要介護者と介護に取り組む家族等への支援 →

福祉・介護人材の確保及び定着支援

介護保険制度の適正・円滑な運営 →

適切な要介護等認定の実施

サービス事業者への指導・助言 →

介護給付適正化の取組の推進

　　　　施策における目標値（推計中）

認知症施策の
推進

医療と介護の
連携推進

高齢者の生活
を支える人へ
の支援

・制度周知等の推進　・相談支援体制の充実
・介護に取り組む家族等への支援

介護サービス
等の充実・強
化

・介護サービスの充実
・介護サービス事業者との連携
・介護支援専門員（ケアマネジャー）への支援

・事業者への指導・助言
・個人情報の適切な利用

自立支援、介
護予防・重度
化防止の推進

・一般介護予防事業
・介護予防・生活支援サービス事業

・団体・グループの活動支援
・活動の場の支援

安心できる暮
らしの支援

　　　　介護保険・地域支援事業のサービス量の見込み（推計中）

・高齢者の居住の安定の確保
・高齢者が安心して暮らせる住環境づくり
・住まいのバリアフリー化の推進

権利擁護と意
思決定支援


